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３．２ 長期海底地震観測によるプレート間すべりに関する研究 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 

長期海底地震観測によるプレート間すべりに関する研究 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 

東京大学地震研究所 

 

教授 

准教授 

助教 

助教 

特任研究員 

技術職員 

技術職員 

金沢敏彦 

篠原雅尚 

望月公廣 

山田知朗 

桑野亜佐子*

橋本信夫 

八木健夫 

 

* 退職 

(c) 業務の目的 

宮城県沖地震のアスペリティの固着状態あるいはその周囲におけるすべり状態のモニ

タリングの高精度化を目指し、宮城県沖地震の想定震源域において長期観測型海底地震計

を用いた繰り返し観測を実施することにより、高精度な震源分布及び地下構造を明らかに

するとともに、この海域における地震活動の特性を把握することを目的とする。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画 

1) 平成１７年度： 

宮城県沖地震の想定震源域においてアスペリティ周辺における地震活動の空間的な特

徴を把握するため、想定震源域における繰り返し観測を５観測点で平成 17 年 12 月から

開始した。東京大学地震研究所で新規整備した海底地震計の設置作業は、東北大学と協

力して実施した。また、海底地震計の大量のデータを処理するための一次処理装置の構

築を行った。 

2) 平成１８年度： 

新規整備した長期観測型海底地震計６台を、平成 17 年度に設置した５台の海底地震計

を回収する際に設置して、観測を継続したほか、回収した地震記録の解析を行った。６

観測点のうち２観測点は前年度と同一地点である。新たに記録処理装置一式を追加導入

し、海底地震計データの一次処理能力を向上させた。 

3) 平成１９年度： 

複数回の航海に分割して、長期観測型海底地震計の設置回収を行った。平成 19 年度全

体では、新規整備した５台及び再整備した５台の長期観測型海底地震計を、平成 18 年度

に設置した６台の海底地震計を回収する際に設置して観測を継続したほか、回収した地

震記録の解析を行った。10 観測点のうち５観測点は前年度と同一観測点である。 

4) 平成２０年度： 

複数回の航海に分割して、長期観測型海底地震計の設置回収を行った。平成 19 年度全
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体では、新規整備した４台及び回収後に再整備した 11 台の長期観測型海底地震計を、前

年度に設置した 10 台の海底地震計を回収する際に設置して、観測を継続するほか、回収

した地震記録の解析を行った。計 15 観測点のうち 10 観測点は前年度と同一の観測点で

ある。また、データ量が増加したため、一次処理装置の追加整備を行った。 

5) 平成２１年度：  

計画の最終年度であるため、年度内に２回の航海に分けて、全 15 点の海底地震計を回

収して、解析を行い、計画の最終成果をまとめた。 

 

(2) ５カ年の成果 

(a) 業務の要約 

宮城県沖地震のアスペリティ周辺における地震活動の特徴を把握するために、長期観測

型海底地震計を用いた繰り返し観測を実施し、蓄積されたデータを用いることにより、想

定震源域周辺の地震波速度構造ならびに詳細な震源分布の推定を行った。また、得られた

高精度震源分布との比較により、気象庁の地震カタログの信頼性に関する検討を行った。

さらに、そうした検討結果に基づくデータ選別を気象庁地震カタログに対して施し、その

データセットを活用して、2005年８月16日の宮城県沖の地震の前後での地震活動の時空間

変化に関する解析を行った。 

海底地震観測は、１年間連続して観測可能な長期観測型海底地震計（写真１）の回収と

再設置を繰り返すことにより、海域において通年連続観測に準ずる観測態勢を整えること

を目標として進めた。計画的に機材を追加導入することにより、最終的に15観測点からな

る海底地震観測網が実現できた。こうした観測で得られたデータを解析し、宮城県沖にお

ける多くの地震はプレート境界面の近傍に集中して発生していることが明らかとなった。

一方で、1978年宮城県沖地震のアスペリティのうち北側のものの直上において、プレート

境界上盤側に局在する地震活動を見いだした。 

一方、気象庁一元化カタログからプレート境界周辺で発生していると考えられる地震を

抽出し、宮城県沖における地震活動度の時空間的な変化の推定を試みた。その結果、2005

年の地震の破壊域内部では、活発な余震活動は２ヶ月程度で終息する一方で、顕著な余効

すべりがみられた破壊域の東側及び南側の領域については、余効すべりの継続時間と同程

度の間余震活動が活発な状態が継続したことが明らかになった。一方で、1978年地震の北

側アスペリティ周辺では、プレート境界近傍ならびに上盤側プレート内地震のいずれの活

動度も、顕著な時間変動を示しておらず、このアスペリティが固着したままの状態である

ことが示唆される。 

 

(b) 業務の実施方法 

宮城県沖地震の想定震源域周辺における地震活動が示す空間的な特徴を把握するため

には、同一の観測点配置による観測を長期間継続し、データの蓄積を図ることが重要であ

る。そこで、本業務では想定震源域における繰り返し観測を５観測点で平成17年12月から

開始し（本業務開始前の17年度上半期に東京大学の交付金により５観測点がすでに設置さ

れていたため、あわせて10地点で観測を行った）、以後機材を新規調達することにより、観 
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写真１ 本業務で使用した長期観測型海底地震計。 

 

 

図１ 本業務により長期観測型海底地震計を

設置した観測点の配置。a):平成 17年度、

b):平成 18 年度、c):平成 19 年度、d):

平成 20 年度、e):平成 21 年度。Yamanaka 

and Kikuchi (2004) 1)による 1978 年及

び 1981 年の地震のアスペリティの位置

を青コンターで示す。 
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測点数の増強を図った。その結果、最終的には15観測点における連続観測の態勢が整った

（図１）。 

本業務で用いた長期観測型海底地震計は、マイクロコンピュータ制御のジンバルシステ

ム（姿勢制御機構）付きの固有周期１秒の３成分速度型地震計の波形記録を 24 ビットのダ

イナミックレンジを持つデジタル収録式レコーダに連続記録するもので、センサーなどの

装置はすべてチタン合金製の耐圧容器に収容されている（写真２～５）。この海底地震計は

音響通信による遠隔制御機能を有しており、海上の観測船から、地震計までの距離を計測

できるほか、観測終了後の記録停止命令や、おもりを切り離して浮上させて回収するため

の離底命令などを送信することができる。電源には１年間の長期観測を実現するために大

容量のリチウム電池を組み合わせて使用している。こうした電池の組み合わせを含め、海

底地震計システムの調整・組み立て作業は東京大学地震研究所で実施した（写真６、７）。

また、地震計の他、地震計を遠隔制御するための音響通信制御装置、海底地震計の時刻校

正を行う際の基準となる GPS 時計制御システム、地震計を設置する船舶あるいはヘリコプ

ターの位置を記録する海底地震観測用 GPS 測位システム等の海上作業支援装置の総合的な

整備も、地震計の整備作業とともに実施した。 

 

 

 

 

写真２ 長期観測型海底地震計の主要パーツ。観測に利用した能動制御式ジンバル

付き１秒センサーと記録器・リチウム電源。 
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写真３ 長期観測型海底地震計。チタン製耐圧容器下半球に地震計センサーユニッ

トと電池を組み込んだ状態。 

 

 

写真４ 長期観測型海底地震計。中蓋の上にデータレコーダ、ハードディス

クを設置した状態。 

 



121 

 

 

写真５ 長期観測型海底地震計。データレコーダとともに音響通信制御装置を取り付

けた状態。 

 

 

写真６ 長期観測型海底地震計の組立作業。海底地震計計測部を作動させるためのリ

チウム電池パックの組み立て。 
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地震計の設置・回収作業は、東北大学大学院理学研究科と共同して実施した。平成 17

年度（2006 年１月）及び平成 19 年度（2008 年 12 月）の設置作業は大型ヘリコプター（朝

日航洋株式会社アエロスパシアル AS332L 型機）で実施した（写真８～10）が、それ以外の

設置・回収作業は船舶（気象庁観測船「凌風丸」、函館海洋気象台観測船「高風丸」、海洋

研究開発機構学術調査船「白鳳丸」、同支援母船「よこすか」及びオフショアオペレーショ

ン作業船「かいゆう」、同「第５海工丸」、同「第 12 海工丸」）により実施した（写真 11）。

地震計の海底への設置位置は、地震計が海底に着底した後、音響制御装置を用いた測量に

より決定した。また、設置地点の水深は各作業を実施した船舶が有する精密音響測深儀に

より計測した。地震計の設置をヘリコプターで行った場合は、地震計の位置・投入地点水

深の測定は、回収時に船舶により行った。 

回収された海底地震計はいずれも、回収作業に用いた船舶の入港地から東京大学地震研

究所に輸送した後、同研究所内において開封を行った。開封時に、データが記録されたハ

ードディスクを取り出すとともに、海底地震計を構成する装置群や観測支援装置の点検・

調整を行い、次期の観測に備えた（平成 18～20 年度）。 

海底における観測期間中の地震波形観測記録は、レコーダに内蔵のハードディスクに時

刻情報とともに連続して記録される。この時刻情報は、レコーダが内蔵する高精度水晶時

計によるものである。この時計の水晶の発振周波数の安定度は 0.01ppm ときわめて高く、

設置直前と回収直後に地震計の内蔵時計と GPS 時計との時刻差を測定することにより、観

測期間中の時刻差が、それらを線形内挿して得られるものとして、地震波形データの時刻

管理を行っている。 

各海底地震計から取り出したハードディスクに記録されているデータはすべて、処理シ

ステムに転送した後、全観測点のデータを、時間軸を揃えて統合した後、１分ごとのファイルに

編集した（図２）。さらに、東北大学及び気象庁が宮城県沖海域において実施している短期観測

型海底地震計による海底地震観測のデータと統合を行った。こうした得られた海底地震観

測データについて、気象庁の一元化カタログに掲載されている地震に対して P 及び S 波の

到達時刻の読み取りを東北大学と協力して行い、震源の再決定を行った。 
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写真７ 長期観測型海底地震計計測部の組立作業。ジンバル付き１秒センサーと記

録器を接続しての作動試験。 

 

 

写真８ 石巻臨時ヘリポートに到着した長期観測型海底地震計と東北大学が借り上げた

大型ヘリコプター（朝日航洋株式会社アエロスパシアルAS332L型機）。 
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  写真９ 大型ヘリコプター機内に搭載した５台の長期観測型海底地震計。 

 

 

  写真10 ヘリコプター機内に搭載された海底地震計の海底設置位置測定システム。 
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写真11 傭船にて回収された長期観測型海底地震計。 

 

 

 

図２ 本業務で行った長期観測型海底地震計観測データの一次処理。 
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(c) 業務の成果 

1) ３次元速度構造の推定とそれを用いた震源決定  

より正確な震源分布を明らかにするために、海底地震観測により得られたデータを用

いた震源決定を行った。震源決定の対象となったのは気象庁一元化処理により震源が決

定されたもので、対象期間は、宮城県沖における海底地震観測が開始された2002年９月

から本業務による観測が終了した2009年10月までである。こうした地震について、陸上

の観測点でのP及びS波の到達時刻データに本業務の海底地震観測のデータを加えるこ

とにより、震源再決定を行った。なお、海底地震観測のデータには、本サブテーマで行

っている長期観測型海底地震計により得られたデータだけでなく、サブテーマ１で実施

した短期観測型海底地震計による観測で得られたデータも追加した。上記の観測期間中

にあっても、海底地震計の欠測や海底における地動ノイズレベルが高いなどの理由で、

海底地震計での読み取り値が得られなかった地震は、震源再決定の対象から除外した。

図３に解析にデータを用いた観測点の配置を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 本業務で行った震源再決定に用いた観測点の配置。Yamanaka and Kikuchi (2004)1) 

による1978年及び1981年の地震のアスペリティの位置を青コンターで示す。 
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震源決定に用いた速度構造にはサブテーマ１で得られた3次元速度構造モデルを用

い、速度構造の推定に用いたのと同じDouble-differenceトモグラフィー法(Zhang & 

Thurber, 2003 2))の震源決定アルゴリズムを用いて地震波到達時刻データから震源の再

決定を行った。なお、海底地震観測点のデータを加えても、宮城県沖の海域の周辺部に

おいては、観測点配置に偏りが生じてしまうため、直近までの観測点の距離が30 km以

下の地震の中で、GAP（地震からみた観測点の方位角間隔の最大値：地震を観測点で取

り囲めていない場合大きくなる）が270°より小さいものを選別して解析に用いた。 

本業務により再決定した震源位置の、気象庁による震源位置との差の頻度分布を図

４に示す。海底地震計のデータと３次元速度構造モデルを用いて推定した震源の信頼度

の方が高いと考えれば、この不一致の主な要因は、気象庁カタログデータの震源情報が

含む誤差であると考えられる。震央位置の残差分布に関しては、経度（x）、緯度(y)方

向で顕著な違いは見られず、概ね５km程度のばらつきをもって分布している。また、こ

のばらつきの中心は０ではなく、気象庁カタログの震央にわずかながら、系統的なシフ

トがあることを示す。シフトの量は東西（x）方向南北（y）方向ともに、２～３km程度

で、気象庁震央が系統的に北西側に偏っている。この海域の地震の多くは、主として宮

城県周辺の観測点での観測データにより震源決定されているため、震源からみて北西側

に観測点が集中することになる。こうした偏りが原因となって、ここでみられるような

震央位置の系統的な偏りが生じるものと考えられる。一方で、震央位置に比べて、深さ

方向のばらつきは大きく（10 km程度）、陸上観測点から震源深さを正確に求めることの

難しさが改めて確認された。ばらつきが非常に大きいため、震央位置にみられるような

系統的なシフトがあるかどうかはよくわからない。 

図５に、本業務で再決定された震源の分布を示す。一元化カタログの地震と比較す

ると、震央位置・震源深さともに集中する傾向にある。ただし、上で指摘したような震

央位置の系統的なずれは、この縮尺では顕著ではない。 

宮城県沖の海域における地震活動度は、空間的に非常に不均質であることが従来か

ら指摘されている。例えば、Okada et al. (2005)3)は、1978年宮城県地震や2005年宮城

県沖地震の余震活動が発生しているのは、定常的に地震活動が活発な場所に限られるこ

とを示している。その傾向は、海底地震計のデータを用いた高精度の震央分布でも同様

であり、しかも、再決定された震央はより高い集中度を示すことから、地震活動領域の

面積は、実際にはかなり小さいことがわかった。 

震源深さ分布をみると、陸側に傾き下がる分布が顕著であり、この海域における地

震の多くがプレート境界付近に集中して発生していることが確かめられた。今回再決定

の対象となった地震のなかでも、特に震源決定精度が高い（GAP<180°、初期震源決定

における走時残差0.5秒以下などの条件を満たすもの）と思われる地震について注目す

ると、陸側に傾斜する震源群の厚さはさらに薄くなることから、地震が発生しているの

はプレート境界面の極近傍に限られると予想される。 
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図４ 再決定震源と気象庁一元化カタログによる震源位置の違いの頻度分布。a)東西方

向、b)南北方向、深さ方向。いずれも、（気象庁震源－再決定震源）の差を示した。 
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図５ 本業務の再決定により得られた、宮城県沖における震源分布。a)震央分布。震源

深さを色別で表示した。赤色コンターはYamanaka and Kikuchi (2004)1)による1978

年及び1981年の地震のアスペリティの位置。灰色丸は気象庁一元化震源。b)震源深

さを示す鉛直断面図。黒丸が再決定された震源。赤丸はそのなかでも特に震源決定

精度が高いもの。灰色丸は気象庁一元化震源。曲線でプレート境界地震を選択する

際の基準とした面を示す（詳細は本文）。断面図の位置をa)内に赤矩形で示した。

星印は再決定された2005年の地震の本震震源。 
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これらの地震の震源分布をこの海域で実施された人工地震探査（図６）により得られ

た P 波速度構造モデル（Shinohara et al., 2007）4)と比較したものを図７に示す。人

工地震探査による構造モデルのプレート境界面の位置は、主として反射波の走時により

推定されたものであるが、得られた震源分布の上側をなぞるような位置関係にある。宮

城県沖における３次元地震波速度構造を推定した山本(2007)5)は、プレート境界面を陸

側に傾斜する震源分布の上面と定義すると、そこがスラブ地殻の低速度帯と上盤側の高

速度マントルウエッジとの境界と良い一致を示すことを指摘している。従って、宮城県

沖における地震の多くはプレート境界に沿って発生しているが、詳細にみると、プレー

ト境界面上で起こるものと、沈み込む海洋性地殻内部で発生するものからなっていると

解釈することができる。逆に、こうしたプレート境界面沿いの地震活動には、境界より

上盤側の地震はほとんど含まれていないと考えることができる。 

しかしながら、地震波速度構造から定義されるプレート境界面より上側で発生してい

る震源が、数は少ないものの確実に存在することも確かである。震源決定精度が特に高

い地震の中にも、プレート境界面付近に震源が決まった他の地震と比べて、顕著に浅い

地震が存在している。図８に、Yamamoto et al. (2008)6)により定義されたプレート境

界よりも５km 以上浅い震源深さをもつ地震の分布を示す。震央分布及び断面図をみると、

1978 年の地震のアスペリティの近傍の深さ 20 km 以深に顕著な集中がみられる。この地

域の地殻の厚さは 20 km 以下であることから（たとえば、Ito et al., 2005 7)）、こう

した地震は上盤のマントルウエッジ内で発生していることになる。 

Uchida et al. (2010, in press 8))は、同様な局在するクラスター状のマントルウ

エッジ内地震活動を東北日本弧下に見いだし、supraslab earthquake（スラブ上方地震）

と名付けている。彼らは、こうした supraslab 地震活動の原因として、沈み込む太平洋

プレートから引きはがされた海山がマントルウエッジ内を上昇する過程で、その内部で

脆性破壊が発生する可能性を指摘している。 

1978 年地震の北側アスペリティ直下で発生する上盤側プレート内地震も、活動様態

からみれば supraslab earthquake に分類可能である。山本・他（2009）9)は、こうした

地震活動の周囲は、supraslab 地震活動がみられない宮城県沖南部に比べると、地震波

速度が低下していることを指摘している。こうした特異な構造が存在するために、1978

年地震の北側アスペリティは、2005 年に再活動した南側アスペリティとは異なる摩擦特

性を持つのかもしれない。 
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  図６  2004年に実施した構造探査実験の測線と過去の大地震のアスペリティ

（Yamanaka and Kikuchi, 2004 1)）。 
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図７ 人工地震探査により得られたP波速度構造モデルと、再決定された震源分布。探査

測線近傍（測線を中心に±10 kmの範囲内）の震源のみを表した。1978年及び1981

年の地震の破壊域の拡がりを図上側の横棒で示す。 
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図８ プレート境界上盤側に震源が決定された地震の分布。a)震央分布。b)震源深さ

を示す鉛直断面図。赤丸はプレート境界面（b中曲線で表示）より5 km以上浅い

震源深さをもつ地震。プレート境界面のモデルはYamamoto et al.（2008）1)に

よる。灰色丸は図５中赤丸で示した地震。 



134 

 

2) 一元化カタログに基づく地震活動の時空間変動の検討 

ここでは、宮城県沖における地震活動の時空間的な変動について、気象庁一元化カタログ

に基づいて検討を行う。本来であれば、海底地震観測のデータにより再決定された震源位置を

用いた解析を行うべきであるが、次のような理由により、気象庁カタログに掲載された震源要

素を用いて解析を行った。 

本業務では、長期観測型海底地震計の数を増やしながら観測網の増強を行ったために、観

測点配置が長期間にわたって一定ではない。そのために、海底地震観測データを用いて再決定

された震源の決定精度が時間変化するとともに、再決定可能な地震の規模の下限もまた変化し

てしまう。海底観測データを用いて高精度で決定された震源は、地震活動の空間分布に関する

議論を行う上では有効であるが、時間変動を検出するための解析に再決定された地震のカタロ

グをそのまま使用することは適切ではない。一方で、気象庁カタログの震源位置の信頼度に関

しては、本業務で行った海底地震観測の結果との比較により定量的に評価することができたの

で、その分解能の範囲内であれば、気象庁カタログによる解析結果もまた信頼に足るといえる。

つまり、解析そのものは気象庁カタログによるものであっても、そうした解析の合理性の根拠

は本業務による海底観測の結果が与えているのである。 

ここでの解析では、2005年８月16日のM7.2の地震の発生前後での、地震活動の変化に注目

する。サブテーマ１で行ったGPS解析の結果からは、M7.2の本震発生後には顕著な余効すべり

がみられることが指摘されているが、この地震の破壊域近傍では相似地震活動が活発ではない

ため、相似地震解析からはそうしたプレート間すべりの加速は確認されていない。そこで、相

似地震にこだわらず、プレート境界近傍で発生するすべての地震に着目し、その活動度にプレ

ート間すべりの加速・減速に対応するような変動があるかを検討する。地震活動度の指標とし

ては地震の発生個数を選び、2004年１月から2010年３月までの期間で、宮城県沖における地震

発生個数の時間変化を調べた。 

対象となる宮城県沖は、陸上の観測網から遠いため、気象庁カタログを用いたとしても、検

知能力が時間・空間的に変動してしまう可能性がある。そこで、解析対象には、そうした検知

能力の変動による影響を受けないような十分に大きい地震を選ぶ必要がある。そうした「十分

に大きい地震」の選択基準は、宮城県沖の地震に対して作成した規模別累積頻度分布（図９）

をもとに決めた。気象庁カタログにおける宮城県沖の地震については、M≧2.5の範囲では、G-R

式によく従うが、それより小さい地震では累積頻度に顕著な頭打ちがみられる。そこで、M=2.5

を検知能力の下限と考え、以下の解析は、カタログからM≧2.5の地震を抽出して行った。 

ここでは、プレート間すべりの加速・減速に対応するような地震活動の変動の検出を試みる

ため、プレート境界面の近傍で発生した地震を対象として解析を行う。本業務で再決定された

震源との比較から、気象庁カタログの震源深さには±10 km程度の誤差が含まれていることを

すでに指摘した。そこで、本業務で海底観測のデータを用いて推定された震源分布のほぼ中心

を通るような面（図５）を基準として、そこから深さ方向に±10 kmの範囲内にある地震を解

析の対象として選ぶこととした（図10）。上でも述べたように、震源はプレート境界面より下

側に偏って発生していると考えられるため、この基準面はプレート境界面そのものではなく、

その5 km下側を通る面として定義した。 
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図９ 宮城県沖で2004年1月～2010年3月の間に発生した地震の規模別累積頻度分布。気象

庁一元化カタログによる。 
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図10 解析対象とした地震の分布。a)震央分布。b)震源深さ分布。解析対象として抽出

した地震を赤丸で示す。灰色丸は、それ以外の地震（気象庁一元化カタログによ

る）。 
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以上のようにして気象庁カタログから抽出された地震カタログを用いて、地震発生個数の時

空間変化を推定した。宮城県沖においては、地震活動度の空間的な変化が極めて大きいため、

活動度の時空間変動を見るためには、ある時期における活動度の空間分布を基準として、それ

からの変動に注目する必要がある。ここでは、2005年8月16日の本震の発生による影響に注目

するため、本震発生前の発生個数分布を基準にそこからの増減から、地震活動の活発化・静穏

化を判断することにした。 

図11 は、本震発生前（2004年１月１日～2005年８月16日11時46分）に対する地震活動度の

変動を、①本震発生からおよそ４ヶ月後の12月２日にM6.6の最大余震発生まで（図11a）、②最

大余震発生から2007年１月１日まで（図11b）、③2007年１月１日以降（図11c）、の３つの期間

にわけて調べた結果である。本震前と本震後の３期間のそれぞれに対して、緯度・経度 0.2° x 
0.2° で分割した小領域内での地震個数を積算したのち、１日あたりの地震発生レートを推定

し、地震発生レートの変化を 

   （本震後の地震発生レート）／（本震前の地震発生レート） 

により表した。この比が１より大きければ、地震活動は本震発生前より活発化、１より小さけ

れば静穏化したことを示す。 

本震発生直後では（図11a）、本震震央周辺の地域で顕著な地震活動の活発化が目立つ（領

域A、B）。また、本震発生後の８月24日と８月31日に、本震震源から約100 km北東に離れた場

所でM6.3の地震が発生し、多数の余震を伴ったため、海溝に近い領域でも顕著な活発化域が存

在している（領域D）。これに比べ、2005年の地震では破壊しなかったと考えられている、1978

年の北側アスペリティ周辺（領域C）での地震活動の活発化は、あまり顕著でない。 

一方、最大余震の発生後では（図11b）、本震破壊域においては地震活動の活発化傾向は見

られない。2005年の地震の破壊域は本震震央の西側に位置するが（Yaginuma et al., 2006 10)）、

その中に位置する領域Aやその西側に隣接する地域では、むしろ静穏化を示している。このこ

とは、破壊域のごく近傍での余震活動はごく短期間の内に終息してしまったことを意味する。

一方で、本震破壊域の東側及び南側では、継続して地震活動が活発な状態にある。こうした違

いは、地震発生個数の時系列（図12）をみれば、一目瞭然である。本震破壊域内部の領域Aで

は、本震発生直後にきわめて活発な余震活動がみられたが、２ヶ月程度のうちに終息してしま

っている。これに比べ、破壊域東側の領域Bは、本震直後にも地震活動が活発化（余震活動）

しているが、最大余震発生に伴って再活発化し（最大余震の二次余震）、その後も継続して活

動度が高い状態を維持していることがわかる。このように、最大余震後も継続して活動度が高

い領域は、サブテーマ１で余効すべりが検出された領域とほぼ一致していることは興味深い。

このことは、プレート境界近傍の地震活動が、プレート境界におけるすべり速度に対応して変

化している可能性を示すものである。また、地震時すべりと余効すべりが相補的な関係にある

のだとすれば、本震の破壊域内部で地震活動が低下しているのは、そこでのプレート間すべり

が停止してしまったことによるという解釈が可能である。 
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図11 宮城県沖における地震活動の時空間変化。a)2005年の地震の本震発生直後から最大

余震発生まで。b)最大余震発生直後から2006年末まで。c)2007年１月１日以降。灰

色点は解析対象の地震。星印は本震震央。1978年及び1981年の地震のアスペリティ

の位置をコンターで示した。 
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図12 図11中のA～E領域における地震発生個数の時系列。時間表示は「月／日／年」。 
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震央分布についての議論でも述べた通り、宮城県沖においては、地震活動領域の面積が小

さい。それを取り囲むように存在する地震活動が低調な領域で非地震性のすべりが卓越するの

であるとすれば、そうしたすべりは面積が小さい地震性領域に対して載荷を加えることになる。

従って、プレート間すべり速度の加速は、プレート境界面上・海洋性地殻内のいずれで発生す

る地震についても、発生を促進するのかもしれない。 

一方で、1978年の地震の北側アスペリティ周辺での地震活動の変化は、本震発生直後と同

様にあまり顕著でない。時系列でみると、北側アスペリティ近傍の領域Cにおける地震発生レ

ートは、本震の影響をわずかに受けている可能性はあるものの、2004年から2010年までの全期

間にわたってほとんど変化していない（図12）。地震活動からみても、2005年の地震時すべり

及び余効すべりは北側アスペリティ周辺の状態にあまり影響を及ぼしていない、ということが

できる。 

サブテーマ１でも議論されたように、GPSデータによれば、2007年頃からプレート間の固着

はほぼ回復したと考えられる。これに対応するように、地震活動度も全域でほぼ2005年の本震

発生前と同様のレベルに戻っている。領域Dでは再び活発化がみられるが、これは2008年12月4

日に発生したM6.1のプレート境界型地震の影響である（図12）。この活動には相似地震も含ま

れており、相似地震解析からもプレート間すべりの加速が指摘されている。 

一方で、領域Eでは、図11a～cのいずれの期間でも顕著な静穏化が示されている。この周辺

では、2004年の11月に群発的な地震活動があり、基準とした本震発生前の期間の地震発生レー

トが高くなっているために生じたみかけの静穏化である。 

ここまでは、プレート境界近傍の地震活動の時空間変化について検討したが、プレート境

界から離れた地震の活動についても検討を行った。1978年地震の北側アスペリティの近傍には、

顕著な上盤側プレート内地震の活動が見られる。アスペリティの近傍にあるプレート内地震活

動は、プレート間固着状態の変化によりもたらされるプレート内の応力状態変化を反映する可

能性がある（Matsumura, 1997 11)）ため、プレート境界近傍の地震と同様にその活動度の変化

は注目される。 

気象庁の一元化カタログからこうした上盤側プレート内地震を抽出するのは容易ではない

が、ここでは、プレート境界近傍の地震を抽出するのと同じ基準で、上盤側プレート内地震を

選別した。すなわち、基準面（図５）から10 km以上浅い地震をプレート内地震とする。そう

すると、選ばれた地震の多くは、本業務の海底地震観測によって見い出されたもの（図８a）

と同様に、1978年地震の北側アスペリティ近傍に集中している（図13）。このことから、こう

した簡便な基準によっても、プレート内地震を気象庁カタログから抽出することができると考

えられる。こうして選別した地震群から、特に北側アスペリティの周辺の地震に着目してその

活動度変化を図14に示すが、全期間にわたって、顕著な活発化・静穏化の傾向は見られない。

1978年地震の北側アスペリティにおいては、プレート境界近傍の地震ならびに直上のプレート

内地震の地震活動がともに、大きな変化を示していないことから、2005年地震の発生前の状態

が基本的には保たれたままであり、このことは、北側アスペリティが未破壊で固着した状態の

ままであるという考えを支持する。 



141 

 

 

 

図13 気象庁一元化カタログから抽出された上盤プレート内地震の震源分布。a)震央分

布。b)震源深さ分布。赤丸が抽出された地震。断面の範囲をa)中青色矩形で示した。

b)の曲線は、抽出作業に用いた基準面（図５と同じ）。 
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図14 上盤プレート内地震の発生個数の時系列。1978年地震の北側アスペリティ近傍（図

13aの赤色矩形で示した範囲）の地震について。 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

長期観測型海底地震計を用いた繰り返し海底地震観測を実施し、2002 年に開始された連

続観測を 2009 年まで継続することができた。得られたデータを、本業務のサブテーマ１で

実施されている短期海底地震観測点ならびに陸上地震観測網で得られたデータと共に解析

し、宮城県沖における詳細な震源分布を得た。その結果、多くの地震活動はプレート境界

面の近傍に集中して発生していることが明らかとなった。なかでも高精度で決定された震

源を人工地震探査の結果と比較することにより、こうした地震はプレート境界ならびに海

洋性地殻内部で発生していることが示された。プレート境界上盤側の地震活動は、局在す

る活動域を除いては、低調である。特に顕著な上盤プレート内地震発生域が、1978 年宮城

県沖地震のアスペリティのうち北側のものの直上にみられる。 

また、気象庁一元化カタログから、プレート境界周辺で発生していると考えられる地震

を抽出し、宮城県沖における地震活動度の時空間的な変化の推定を試みた。2005 年８月 16

日の地震発生以前の１日あたりの地震発生レートを基準として、地震活動の活発／静穏化

の様子を、2005 年の地震発生直後、最大余震発生後、プレート間固着回復後の３期間につ

いて調べた。その結果、本震の破壊域内部においては、本震発生直後には活発な余震活動

がみられるが２ヶ月程度で終息してしまったこと、破壊域の東側及び南側の領域について

は最大余震発生後に至るまで余震活動が活発な状態が継続したことが明らかになった。特

に余震活動が長期化した領域は、GPS 解析から余効すべりが検出された位置と良い一致を

示すことから、相似地震以外の一般的な小地震の活動からも、プレート間すべりの様子を

推定できる可能性が示された。一方で、1978 年地震の北側アスペリティ周辺では、プレー

ト境界近傍ならびに上盤側プレート内地震のいずれの活動度も、顕著な時間変動をしめし

ておらず、このアスペリティが固着したままの状態であることが示唆される。 

本業務では、気象庁のカタログを用いることにより、大局的な地震活動の時空間変化に

ついての検討を行った。しかし、震源情報の不確定さがあるために、そうした時空間変動

がおこる機構やその意味を理解するには不十分といえる。今後は、海底地震観測データを

さらに活用して、海底観測データがない（少ない）地震についての震源決定精度の向上を

図ることにより、①定常的に地震活動が活発な領域の特定、②地震活動域ごとの地震活動

の特徴抽出とその時間変動の検知、を進める必要がある。また、地震活動の指標について

も、地震発生頻度だけでなく、モーメント解放率など、物理的背景が明瞭な量による検討

も必要である。ただし、そうした高度な解析を行うためには、プレート間地震とプレート

内地震の区別が必要であり、震源間の（特に深さ方向の）相対的な位置を高精度で推定す

るための手法の開発が求められる。 
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the 2005 Miyagi-Oki 

earthquake and stress 

field of the Miyagi-Oki 

region 

AGU 2009 Fall 

meeting 

平成 21年 12

月 18 日 

篠原雅尚、山田知朗、

金沢敏彦 

海底における強震動観

測のための加速度計搭

載海底地震計の開発 

海洋調査技術 平成 21 年 

 

金沢敏彦、篠原雅尚、

塩原肇 

海底地震観測の最近の

進展 － 海底地震観測

システムと海底におけ

る自然地震観測の進展

について－ 

地震 平成 21 年 

 

 

(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1)特許出願 

 なし 

2)ソフトウエア開発 

 なし 

3)仕様・標準等の策定 

 なし 




